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三線（サンシン） ユネスコ無形文化遺産の組踊・民謡・ポップスなどさ
まざまな音楽で用いられている。終戦直後にはあり合わせの材料で製作
されたカンカラ三線の音色が県民の心身を癒した。
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本店

東京本部

所 在 地所 在 地 沖縄県那覇市おもろまち1丁目2番26号
電　 話電　 話 098（941）1700
管轄地域管轄地域 那覇市、浦添市、豊見城市、糸満市、西原町、与那原町、南風原町、南城市、八重瀬

町、久米島町、渡嘉敷村、座間味村、渡名喜村、粟国村、北大東村、南大東村

■沿革
昭和 47（1972） 5. 15 本店開設

　沖縄県那覇市久茂地3丁目21番1号　国場ビル内
那覇支店開設
　沖縄県那覇市松尾25番地

昭和 49（1974） 4. 11 那覇支店（沖縄県那覇市松尾25番地）を本店へ統合
昭和 49（1974）12. 1 沖縄県那覇市久茂地1丁目9番地1　琉球リース総合ビル内へ移転
昭和 58（1983）10. 11 那覇市久茂地1丁目7番1号へ住居表示変更
平成 12（2000） 5. 8 現在地へ新築移転

所 在 地所 在 地 東京都港区西新橋2丁目1番1号��興和西新橋ビル10階
電　 話電　 話 03（3581）3241

■沿革
昭和 47（1972） 5. 15 東京本部開設

　東京都港区琴平町5番地　晩翠軒ビル

昭和 47（1972）11. 20 東京都千代田区霞が関3丁目7番1号　大東ビル9階に移転

平成 6（1994） 7. - 東京本部事務所増床

平成 19（2007） 9. 18 現在地へ移転

　

【本店・支店業務区域図】
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本店・支店業務区域図
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旧那覇支店ビル 琉球リースビル
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宮古支店中部支店

八重山支店北部支店

所 在 地所 在 地 沖縄県宮古島市平良字東仲宗根118番地1
電　 話電　 話 0980（72）2446
管轄地域管轄地域 宮古島市、多良間村

■沿革
昭和 47（1972） 5. 15 宮古支店開設

　沖縄県平良市字西里263番地の2

平成 6（1994） 4.� 4 現在地へ新築移転

所 在 地所 在 地 沖縄県沖縄市山里1丁目1番1号102
電　 話電　 話 098（989）6511
管轄地域管轄地域 宜野湾市、沖縄市、うるま市、中城村、北中城村、北谷町、嘉手納町、読谷村

■沿革
昭和 47（1972） 5. 15 中部支店開設

　沖縄県コザ市字胡屋52の2番地

昭和 49（1974） 4. 1 沖縄県沖縄市字胡屋5番地へ住居表示変更

平成 2（1990） 3. 25 沖縄県沖縄市胡屋1丁目12番 24号へ新築移転

平成 30（2018） 5. 1 現在地へ新築移転

所 在 地所 在 地 沖縄県石垣市新栄町4番1
電　 話電　 話 0980（82）2701
管轄地域管轄地域 石垣市、竹富町、与那国町

■沿革
昭和 47（1972） 5. 15 八重山支店開設

　沖縄県石垣市字登野城72番地の1

平成 19（2007） 4.� 1 現在地へ新築移転

所 在 地所 在 地 沖縄県名護市宮里1丁目28番15号
電　 話電　 話 0980（52）2338
管轄地域管轄地域 名護市、国頭村、東村、大宜味村、今帰仁村、本部町、宜野座村、金武町、恩納村、伊

江村、伊是名村、伊平屋村

■沿革
昭和 47（1972） 5. 15 北部支店開設

　沖縄県名護市字名護455番地

昭和 59（1984） 5.� 1 現在地へ新築移転

現��中部支店 現��宮古支店

現��北部支店
現��八重山支店
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資金別貸付残高の推移資金別貸付実績の推移

業種別貸付残高の構成比
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（注） 1．契約ベースの貸付実績、ただし昭和54年度までは決定ベースの貸付実績である。
 2．中小企業等資金に中小企業資金、生業資金、教育資金、恩給担保資金、国債担保資金を含み、合計に出資を含む。
 3．その他は、特別資金、特殊資金を含む。
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農林水産業
229億｠2.2%

建設業
640億円｠6.1%

鉱業・採石業・砂利採取業
25億円｠0.2%

製造業
659億円｠6.3%

電気・ガス・
熱供給・水道業
1,311億円｠12.6%

運輸業・郵便業
487億｠4.7%卸売業・小売業

957億円｠9.2%

金融業・保険業
6億円｠0.1%

不動産業・物品賃貸業
2,460億円｠23.6%

学術研究、
専門・技術サービス業
121億円｠1.2%

宿泊業・飲食サービス業
1,361億円｠13.1%

生活関連サービス業・娯楽業
432億円｠4.1%

教育・学習支援業
107億円｠1.0%

医療・福祉
647億円｠6.2%

複合サービス事業
6億円｠0.1%

サービス業（他に分類されない）
178億円｠1.7% その他

713億円｠6.8%

情報通信業
89億円｠0.9%

貸付残高
10,428億円
100.0％

貸付実績、残高の推移
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（１）産業開発資金

①貸付高の推移
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②貸付残高の推移
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③業種別構成比

鉱業・採石業・砂利採取業
20億円｠0.5%

製造業
55億円｠1.4%

電気・ガス・
熱供給・水道業
1,264億円｠31.5%

運輸業・郵便業
269億｠6.7%

卸売業・小売業
98億円｠2.4%

不動産業・物品賃貸業
1,418億円｠35.3%

宿泊業・飲食サービス業
566億円｠14.1%

生活関連サービス業・娯楽業
89億円｠2.2%

教育・学習支援業
49億円｠1.2%

医療・福祉
131億円｠3.3%

サービス業（他に分類されない）
50億円｠1.2%

情報通信業
6億円｠0.1%

貸付残高
4,014億円
100.0％

貸付実績、残高の推移
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（２）中小企業資金

①貸付高の推移
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②貸付残高の推移
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③業種別構成比

農林水産業
1億｠0.0%

建設業
207億円｠9.9%

鉱業・採石業・砂利採取業
3億円｠0.2%

製造業
346億円｠16.6%

電気・ガス・
熱供給・水道業
24億円｠1.2%

運輸業・郵便業
149億円｠7.1%

卸売業・小売業
403億円｠19.3%

金融業・保険業
1億円｠0.0%

不動産業・物品賃貸業
386億円｠18.5%

学術研究、
専門・技術サービス業
21億円｠1.0%

宿泊業・飲食サービス業
297億円｠14.2%

生活関連サービス業・娯楽業
140億円｠6.7%

教育・学習支援業
23億円｠1.1%

医療・福祉
17億円｠0.8%

サービス業（他に分類されない）
37億円｠1.8%

情報通信業
35億円｠1.7%

貸付残高
2,090億円
100.0％

貸付実績、残高の推移
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（３）生業資金

①貸付高の推移
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②貸付残高の推移
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③業種別構成比

農林水産業
26億円｠1.1%

建設業
433億円｠17.9%

鉱業・採石業・砂利採取業
2億円｠0.1%

製造業
161億円｠6.7% 電気・ガス・

熱供給・水道業
23億円｠1.0%

運輸業・郵便業
69億円｠2.9%

卸売業・小売業
439億円｠18.1%

金融業・保険業
5億円｠0.2%

不動産業・
物品賃貸業

282億円｠11.6%

学術研究、
専門・技術サービス業
99億円｠4.1%

宿泊業・飲食サービス業
362億円｠14.9%

生活関連サービス業・娯楽業
175億円｠7.2%

教育・学習支援業
34億円｠1.4%

医療・福祉
172億円｠7.1%

複合サービス事業
1億円｠0.0%

サービス業（他に分類されない）
91億円｠3.8%

情報通信業
49億円｠2.0%

貸付残高
2,423億円
100.0％

貸付実績、残高の推移
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（４）教育資金 （５）恩給担保資金

①貸付高の推移
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（注） 教育資金（旧：進学資金）は昭和53年度創設。
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貸付実績、残高の推移
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（６）生活衛生資金 （７）医療資金

①貸付高の推移
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②貸付残高の推移
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②貸付残高の推移
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（８）農林漁業資金、米穀資金 （９）住宅資金

①貸付高の推移
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� � [ TOPICS ]

� � 安次富�倫子� 糸数�真由美� 照屋�麗子� 前川�美也子
� � （50 音順）

３ 編纂事務局
� � [ 調査部金融経済調査課 ]

� � 糸数�真由美� 安次富�倫子� 前川�美也子� 玉那覇�通男

4 題 字 揮 毫
　  外間�守起

あとがき

　沖縄振興開発金融公庫は沖縄県域のみを業務の対象地域とする唯一の総合政策金融機関として
昭和４７年５月に設立され、令和4年5月に創立50周年を迎えました。この度、国や沖縄県による沖縄
振興施策の展開とともに、また地域課題の解決に向けて実施してきたこれまでの取り組みを記録する
とともに、今後の運営に役立てていくことを目的に、「五十年史」を編纂・発刊することとなりました。
�「五十年史」の構成は、大きく「本文」および「資料編」からなり、本文はさらに「TOPICS」「総
合史」「部門史」に分けて編纂されていますが、その内容は公庫設立21年目（平成4年度）以降の
30年間の取り組みに重点を置いたものとなっています。
�「総合史」では、経済環境や政策的要請が大きく変化するなかで、当公庫がどのような方向性を
もって業務を展開してきたか明らかになるように努め、「部門史」では沖縄振興（開発）計画の計画
期間である10年単位に区切って、業務分野毎に出融資制度の変遷や実績などをまとめ、その取り組
みに対する理解が深まるように当時の経済動向も時代背景として記載しています。また当公庫が特
に重点的に取り組んだ重要施策や未曽有のセーフティネット機能の発揮、画期的な制度の創設など
については「TOPICS」としてその背景や経過をコンパクトにまとめました。
　本年史の制作を企画した令和3年度はコロナ禍の緊急資金繰り支援シフトを敷いた状態でした
が、編纂に欠かせない過去の資料の収集などの準備作業は新型コロナ特別融資などの関連融資や
資金繰り支援などの合間を縫い、平時とは異なる業務環境で始まりました。本格的な編纂作業は、
令和3年9月に調査業務を担当する理事を委員長とする編纂委員会が立ち上がり、調査部金融経済
調査課が事務局を担う体制で進められ、原稿執筆は、総合史、部門史、資料編ともに、各々の業務
分野を担当する部門長を中心に通常業務と平行して行われました。また、過去の経済動向に関する
記述の過半は外部有識者にご協力いただきました。
　この五十年史は当公庫として30年ぶりの年史編纂となったこともあり、ほぼ全員が初めての経験
でしたが、執筆者とそれをサポートした職員、編纂事務局が、既刊の年史や原資料類、原データそし
て自らの実務経験などを基に編み上げ、なんとか当初のスケジュール通りの公表にこぎ着けること
ができました。心から感謝を申し上げます。また手薄な内容の肉付けのためにインタビューに応えて
下さった取引先やOBの皆様、校正、編集支援、デザイン、印刷・製本をお願いした各社に、併せて
厚くお礼を申し上げます。
　本年史は、沖縄振興50年の歴史において政府の税財政措置と「車の両輪」といわれる沖縄にお
ける総合政策金融の出融資事業の展開と沖縄公庫の組織運営の取り組みの記録でありますが、そ
の取り組みの源泉には常に県民や沖縄で事業を営む方々の存在があり様々なニーズがありました。
沖縄振興施策や地域活性化に取り組む皆様にも幅広くご一読いただき、今後の沖縄振興の取り組
みの一助となれば幸いです。

令和 6 年 3月

五十年史編纂委員長�理事　新垣�尚之
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